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要旨：本研究の目的は，損傷スペクトルを用いて地震時の RC 造建物群の損傷度を簡易的に評価する手法を

確立することである。既往の研究において，建物群に対する復元力特性を設定する際には，Overstrength Factor

（強度上昇係数）Ωの設定が必要であることを確認した。このΩは，建物の設計時に想定される保有水平耐

力に対する実際に発揮される水平耐力の比として定義される。しかし，RC 造建物群に対するΩの設定方法の

確立には至っていない。本報では兵庫県南部地震における被害調査報告に基づいて，RC 造建物群に対するΩ

の推定を試みた。その結果，Ωの下限値に相当する値を推定し，それをスペクトル表示する手法を提示した。 
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1. はじめに 

 筆者らはBertero and Bozorgnia 1)により提案された損傷

スペクトルを改良し，それを応用した新たな鉄筋コンク

リート（以下，RC）造建物の損傷評価手法の構築を目指

している。この手法は，3 段階構成（第 1 段階：損傷ス

ペクトルによる簡易安全性評価，第 2 段階：骨組モデル

による損傷評価，第 3 段階：3 次元 FEM 解析による詳細

な損傷評価）の迅速かつ高精度な損傷評価手法である。 

 第 1 段階の損傷スペクトルによる簡易安全性評価に焦

点を当てた既往の研究 2)~5)では，損傷スペクトルを作成

するために，建物群に対する復元力特性の設定において，

正確な Overstrength Factor（以下，強度上昇係数）Ω（新

耐震基準の場合）もしくは補正係数λ（旧耐震基準の場

合）の設定が必要となることを確認した。 

強度上昇係数Ωは，建物に対して設計時に想定する必

要保有水平耐力 Qd に対する実際に発揮される水平耐力

Qmaxの比として定義される。また，補正係数λは，水平

震度 0.2 に対応する設計用地震力に対する実際に発揮さ

れる水平耐力の比である。このような建物耐力の強度上

昇率に関する係数（Ωおよびλ）は，損傷スペクトルの

作成において，様々な要因（材料強度のばらつき，設計

者の安全率のばらつき，崩壊形によるばらつき，建物高

さ分布によるばらつき等）が包含されたものとして扱わ

れており，非常に複雑な影響因子である。そのため，地

域に存在する RC 造建物群に対して正確な強度上昇係数

Ωおよび補正係数λを設定することは困難である。 

そこで，本研究では兵庫県南部地震における被害調査

報告を参照し，既存 RC 造建物群に対する強度上昇率の

推定を試みる。 
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図－1 損傷スペクトルの概要 

 

表－1 損傷指標 DIdにおける損傷カテゴリー3) 

損傷
グレード

損傷指標DId

具体的な
損傷状態

･限界状態
･被災度

Ⅰ DId＜0.2
軽微な損傷で，
継続使用が可能。

使用限界以下

小破以下

Ⅲ 0.5≦DId＜1.0
修復限界を超え，
建物に多大な損傷
の可能性。

安全限界以下

大破程度

Ⅳ 1.0≦DId 建物崩壊の可能性。 －

Ⅱ 0.2≦DId＜0.5
損傷しているが，
修復可能領域。

修復限界以下

中破程度

 

 

2. 損傷スペクトルの概要 

図－1 に損傷スペクトルの概要を示す。損傷スペクト

ルとは，建物群に対する簡易的な損傷評価の手法であり，

建物を 1 自由度 1 質点系（以下，SDOF）モデルでモデ

ル化し，弾性 1 次固有周期 T0（sec）と損傷指標 DI（Damage 

Index）の関係を表したものである。縦軸に示される損傷

指標 DI は，無損傷（弾性内）の場合を 0，構造物の崩壊

を 1 として定量的に構造物の損傷状態を表す指標である。

本研究では，Bertero and Bozorgnia 1)により提案された損

傷指標（DI2）式において，地震時の履歴エネルギー吸収

に伴う地震損傷の過大評価に関する問題点に際して，以
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下に示す新たな損傷指標（DId）式 2)を採用している。 
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ここで，μ：変位塑性率，μe：降伏時変形に対する最大

弾性変形の比，μmon：単調水平載荷時の終局塑性率，

EHmon：単調水平載荷時の履歴エネルギー吸収量，EH,PHC：

主要半サイクル（PHC）に対応する地震時の履歴エネル

ギー吸収量，EH,FHC：従属半サイクル（FHC）に対応す

る地震時の履歴エネルギー吸収量（EH,PHC および EH,FHC

の詳細は図－2 を参照），α2：損傷指標における損傷寄

与の割合（変形項とエネルギー項）を表現するための定

数であり，本検討ではα2=0.3 としている。なお，損傷指

標 DId の導出過程および詳細なパラメータの設定方法は，

参考文献(1)および(2)を参照されたい。 

また，計算された損傷指標 DIdを損傷カテゴリー3)（表

－1）と対応させることにより，具体的な損傷状態が評

価される。ここで，SDOF モデルにおける復元力特性は，

従来の簡易的な Bi-Linear 型から変更し，ひび割れ点を考

慮した Tri-Linear 型 4)を採用している。なお，本検討では

新耐震基準で設計された建物に焦点を当てているため，

曲げ型の復元力特性を仮定している。 

 

3. 強度上昇係数Ωおよび補正係数λ 

国内における現行の耐震設計法では 2 次設計が導入さ

れており，多くの建物は保有水平耐力計算（ルート 3）

によって設計されている。これより，ルート 3 で設計さ

れた建物は，保有水平耐力が必要保有水平耐力を上回る

ことが確認されている。また，設計段階で設定する材料

強度と実強度の違い，非構造部材の影響，拘束効果の影

響および様々な安全係数の影響などにより，実際の RC

造建物の水平耐力は，設計時の想定を上回ると考えられ

る。そして，設計で想定している建物強度（必要保有水

平耐力）と実強度の比を強度上昇係数Ωと表現している

（図－3）。なお，海外では，いくつかの強度上昇係数Ω

が提案されている。例えば，カナダの設計基準において

はΩ=1.67 が導入され，Eurocode8 に対しては 2.0～4.6，

米国基準に対しては 1.8～6.5 が対応するという報告もあ

る 6),7)。また，この強度上昇係数Ωについて，国内と米

国の構造基準の違いを比較した考察 8)によると，日本の

場合，ベースシア係数 C0=1.0 から構造特性係数 Ds に応

じて必要保有水平耐力を低減する考え方に基づいて設計

しているのに対し，米国では構造特性係数 Ds と同様の

考え方である強度低減係数 R で除した後に，強度上昇係

数Ωとして建物の余力（降伏後の耐力上昇）という概念

を導入している。 

既往の研究 5)では，東北地方太平洋沖地震で被災した

RC 造建物 4 棟の被災度に対して，試行錯誤法により算 
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図－2 繰返し載荷履歴に伴う各指標の定義 
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図－3 強度上昇係数Ωの概要 

 

出した強度上昇係数Ωの平均値（Ω=4.5）を採用してい

る。その値は，海外で採用されている強度上昇係数Ωと

概ね同等の範囲内に収まっている。また，この係数を採

用して作成した損傷スペクトルは，実被害状況を精度良

く推定可能であることを確認した。さらに，個々の建物

に対して個別に算定される強度上昇係数Ωや補正係数λ

は，個々の建物の性能によって大きく異なると考えられ

ることから，東北地方太平洋沖地震および熊本地震にお

ける旧耐震基準の被災建物（計 148 棟）に対して，試行

錯誤法により補正係数λを算出した 9)。その結果，限定

的な範囲にも関わらず，その値のばらつきは非常に大き

くなる傾向を確認している。 

前述したように，既往の研究 2)~4)を通じ，損傷スペク

トルを用いた損傷評価手法の構築にあたって複数の改良 

を実施してきた。次なる課題として，RC 造建物群に対

する強度上昇係数Ωおよび補正係数λの設定方法に着目

する。なお，旧耐震基準では水平震度 0.2 に対する許容

応力度設計のみが実施されているのに対し，新耐震基準

では必要保有水平耐力という建物強度の最低基準が定め

られていることから，検討の第一段階として，本報では

新耐震基準で設計された RC 造建物群に対する強度上昇

係数Ωの設定方法について検討する。 

 

4. 被害調査報告を活用した強度上昇係数Ωの推定 

4.1 被害調査報告の概要 

本検討では，平成 7 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部

地震における RC 造建物の被害調査報告書 10)を活用する。
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対象とする RC 造建物は，新耐震基準導入以降（1981 年

以降）に設計された建物を一般建物とピロティ形式建物

に区別し，その中から抽出した一般建物で計 1673 棟とし

ている。なお，詳細は表－2 に示すとおりである。これ

らの建物の被害傾向を確認すると，大半が小破以下に留

まっている。なお，8 階建て以上の中高層領域になると，

補修を必要とする中破以上の被害が若干増加する傾向に

あり，この要因として階数の増大に伴う高次モードの影

響，もしくは中高層建物の建設に関する技術的要因等が

考えられるが，詳細は不明である。しかし，7 割以上の

建物が小破以下に収まっていることから，新耐震基準で

設計された建物は，兵庫県南部地震に対して小破以下に

留まったと判断し，それに対応するだけの強度上昇係数

Ωを最低限保有していると考えることにする。 

4.2 強度上昇係数の下限値Ωminの推定 

新耐震基準で設計された RC 造建物群に対する強度上

昇係数Ωの設定を試みる。ここでは，兵庫県南部地震の

観測波（JMA Kobe）に対して，損傷指標 DIdが小破の上

限値に対応する 0.2 以下に収まるような強度上昇係数Ω

を算出する。なお，この検討により算出される強度上昇

係数Ωは，最大耐力に対する強度上昇係数Ωmaxではない

点に注意が必要である。表－1 に示すように，損傷グレ

ードⅠに対応する損傷指標 DIdは 0～0.2 までの範囲であ

り，個々の RC 造建物においては，その構造性能に応じ

て損傷指標 DId が 0.2 よりも小さい値を示す可能性も十

分に考えられる。しかし，今回は RC 造建物群を対象と

していることから，損傷評価における安全性を工学的に

判断し，損傷指標 DId≒0.2 となるとき，すなわち最低限

保有していると考えられる強度上昇係数として下限値で

あるΩminの算出を試みる（図－4）。 

 図－5 に強度上昇係数Ωの算出フローチャートを示す。

任意の強度上昇係数Ωを設定し，弾性 1 次固有周期 T0

が 0.1～1.0sec（⊿T0=0.02sec）に設定した復元力特性を

作成する。続いて，入力地震動として JMA Kobe（EW 方

向および NS 方向）を用い，地震応答解析を実施する。

なお，減衰定数は h=3%および比例減衰は初期剛性比例

減衰としている。その後，算出された損傷指標 DId が目

標損傷指標 DItarget（≒0.2）となるまで強度上昇係数Ωの

再設定および地震応答解析を繰り返す。 

また，現行の設計基準では，骨組の崩壊パターンによ

り構造特性係数 Ds を設定している 11)。そのため，骨組

の崩壊形の違いを表現するために，構造特性係数 Ds を

RC 造建物に対して 0.30～0.45（⊿Ds=0.05）の範囲で変

動させて検討する。なお，終局塑性率μmonは一般的なエ

ネルギー一定則の概念に基づき，構造特性係数 Ds を用

いて次式により算出している。 

DS = 1 / (2μmon — 1)1/2             (2) 

表－2 兵庫県南部地震の RC 造建物被災度分布 10) 

階数 無被害
割合
（%）

軽微 小破 中破 大破 崩壊 不明 計

1F

2F

3F

4F

5F

6F

7F

8F

9F

10F

不明

4

72

355

335

202

67

33

20

7

15

3

3

9

71

97

84

34

32

9

6

16

0

0

2

1

23

20

12

16

9

5

13

0

0

0

1

4

1

6

7

7

4

13

0

0

0

0

2

2

2

3

0

2

4

0

0

0

1

2

0

0

1

0

0

0

0

0

1

5

10

2

3

1

1

0

3

10

7

84

434

473

311

124

93

46

24

64

13

100

100

99.5

98.3

99.0

93.4

88.0

74.4

75.0

72.1

100

※割合＝( 無被害＋軽微＋小破 ) / ( 計－不明 )×100 (%)  
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図－4 強度上昇係数の下限値Ωminの概念 
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図－5 強度上昇係数Ωの算出フローチャート 
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図－6 強度上昇係数Ωを変動させた損傷スペクトル 
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ここで，図－6 にΩを変動させた損傷スペクトルの一例

（Ds = 0.3）を示す。なお，損傷指標 DIdは EW 方向およ

び NS 方向の平均値を示している。これより，全周期帯

においてΩの増大に伴い，損傷指標 DId が小さくなって

いる。さらに，Ωの影響は短周期帯において著しく，長

周期帯ではその影響が小さかった。したがって，周期帯

に応じてΩが変化することから，本検討で推定するΩmin

に関してもスペクトル表示することを試みる。 

4.3 強度上昇係数の下限値Ωminの推定結果 

 図－7 に構造特性係数 Ds 毎に整理した強度上昇係数

の下限値Ωmin－T0関係を示す。全体的な傾向として，T0

が 0.1～0.3 秒（以下，前半の周期帯）ではばらつきはあ

るものの，全周期帯に対してΩminは最も大きな値を示す

傾向にある。次に，T0が 0.3～0.7 秒（以下，中盤の周期

帯）では固有周期の増大と共にΩminが線形的に減少する

傾向が確認できる。さらに，T0が 0.7～1.0 秒（以下，後

半の周期帯）ではΩminの減少傾向が小さくなり，一定値

に収束している。これは，入力地震動における卓越周期

帯が短周期帯に位置しているためであり，周期が長くな

るにつれて応答が小さくなったと考えられる。したがっ

て，本検討で算出されたΩminは，前半の周期帯では建物

が保有する最大の強度上昇係数Ωmax近傍の値，後半の周

期帯では 1.0 に近い値が算出されたと推察できる。 

 次に，構造特性係数 Ds の違いによるΩminの傾向（図

－8）を比較すると，若干ではあるものの構造特性係数

Ds の増大に伴いΩmin の値が小さくなる傾向を確認でき

る。この要因として，式(2)に示したエネルギー一定則に

基づく構造特性係数 Ds と終局塑性率μmonの関係性が大

きく影響していると考えられる。構造特性係数 Ds が小

さい場合，優れた変形性能を有する反面，水平耐力が低

く，早期に建物が塑性化することを許容する。すなわち

応答塑性率μmax＞1.0 である。一方，構造特性係数 Ds が

大きい場合，水平耐力は高いが変形性能が低く，構造特

性係数Dsが小さい場合に比べて応答変形も小さくなる。 

ここで，損傷指標 DIdの算出方法に着目すると，式(1)

に示すように変形項とエネルギー項により構成されてお

り，応答塑性率μmax≦1.0 の場合に変形項はゼロとなる。

これを踏まえると，構造特性係数 Ds が小さい場合は早

期の塑性化により，損傷指標 DId は変形項とエネルギー

項の累加で算出される。一方，構造特性係数 Ds が大き

い場合は塑性化が遅く，塑性化するまではエネルギー項

のみで損傷指標 DId が算出される。そのため，構造特性

係数 Ds の違いに関わらず，今回のように同程度の損傷

指標値（DId≒0.2）とする場合には，構造特性係数 Ds が

小さいほど塑性化の影響が大きいことで損傷指標 DId が

大きく算定されるため，算出されるΩminは相対的に大き

な値を必要とすると考えられる。 
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図－7 推定結果（Ωmin－T0関係） 
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図－8 構造特性係数 Ds の違いによるΩminの傾向 

 

5. 強度上昇係数の下限値における近似式の提案 

 図－8 に示した強度上昇係数の下限値Ωmin－T0関係で

は，構造特性係数 Ds の違いによって前半の周期帯にお

けるΩminに若干ばらつきはあるものの，Ωminの周期変動

の傾向は概ね類似の傾向を示したと考えられる。 

この傾向について，設定した 3 つの周期帯の区分によ

り詳細に見ていく。まず，前半の周期帯では構造特性係

数 Ds の違いによって最大値は異なるものの一定値を示

している。次に，中盤の周期帯ではΩminが線形的に減少

している。最後に，後半の周期帯では構造特性係数 Ds

の違いに関わらず，一定値に収束する傾向が確認できる。

したがって，Ωminはこの 3 つの周期帯に区別でき，前半

および後半の周期帯は一定値，そして中盤の周期帯は 1
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次関数として近似できると考えられる。そこで，次に 3

つの固有周期帯に応じた近似式の提案を試みる。 

表－3 に構造特性係数 Ds におけるΩmin の最大値Ωtop

および中盤の周期帯を 1 次関数式で表現した際のパラメ

ータ（αおよびβ）を示す。なお，最大値Ωtopは，前半

の周期帯で得られたΩminの平均値を採用している。後半

の周期帯では，1.0 近傍に収束する傾向にあるため，全て

の条件に対してΩmin=1.0 とする。また，中盤の周期帯に

ついては，αおよびβをΩtopに基づいた関数式により表

現し，構造特性係数 Ds の違いに関わらず適用可能な近

似式とする。以下に，強度上昇係数の下限値Ωminの近似

式を提案する。 

Ωmin = Ωtop  (T0≦0.3sec)   (3) 
 

Ωmin = α･T0＋β (0.3＜T0≦0.7sec)  (4) 
 

Ωmin = 1.0  (0.7sec＜T0)   (5) 
 

 α = －2.5Ωtop＋2.5    (6) 

 β = 1.75Ωtop－0.75    (7) 

また，図－8 に示した解析結果と提案式の比較を図－9

に示す。提案式（実線）は，解析結果（破線）における

前半の周期帯に対するばらつきは考慮していないものの，

Ωminの傾向を概ね良好に表現していると言える。 

 ここで，上記の提案式の妥当性を確認するため，提案

式を採用して算出したΩmin を用いて損傷スペクトルを

作成する。図－10 に JMA Kobe による損傷スペクトルお

よび一例として T0=0.4 秒に対するベースシア係数－塑

性率関係を示す。なお，損傷指標 DIdは EW 方向および

NS 方向の平均値としている。弾性 1 次固有周期 T0が 0.2

秒および 0.7 秒付近において，構造特性係数 Ds の値によ

っては僅かに損傷指標 DId＞0.2 となったものの，全体的

な傾向として損傷指標 DId が概ね 0.2 近傍で下回る値を

示していた。また，提案式による最大耐力の増大により

応答が著しく小さくなったことも確認できる。以上より，

損傷指標 DIdが概ね 0.2 以下，すなわち小破以下（表－1）

であることから，提案式を採用することで兵庫県南部地

震の実被害状況を良好に模擬する結果となった。 

 

6. 異なる大地震に対する提案式の適用 

 前章では，兵庫県南部地震の観測波である JMA Kobe

を用いて強度上昇係数の下限値であるΩmin の近似式を

提案し，その妥当性を確認した。ここでは，提案式を用

いて過去の 2 つの大地震（東北地方太平洋沖地震および

熊本地震）における損傷スペクトルを作成し，それぞれ

の被害傾向を確認する。なお，入力地震動は東北地方太

平洋沖地震として K-NET 仙台の MYG013，熊本地震と

して K-NET 熊本の KMM006 を使用した。 

 図－11 および図－12 に各入力地震動による損傷スペ 

表－3 構造特性係数 Ds による近似式パラメータ 

構造特性係数Ds
最大の強度
上昇係数Ωtop

係数β

6.075

5.725

5.375

5.025

係数α

ｰ7.25

ｰ6.75

ｰ6.25

ｰ5.75

3.90

3.70

3.50

3.30

0.30

0.35

0.40

0.45
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図－9 解析結果と提案近似式の比較 
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図－10 兵庫県南部地震における提案式の適用性 

 

クトルおよび一例として T0=0.4 秒に対するベースシア

係数－塑性率関係を示す。なお，損傷指標 DIdは EW 方

向および NS 方向の平均値を示している。MYG013（図

－11）では，入力地震動によってばらつきはあるものの，

周期帯の違いに関わらず損傷指標 DId が概ね 0.2 近傍に

位置している。また，KMM006（図－12）では，中盤の

周期帯で損傷指標 DId が著しく小さくなっており，基本

的には損傷指標 DId≦0.2 となった。さらに，両地震動と

もに提案式を採用することで，最大耐力が上昇して全体

的に応答が小さく収まっていることが確認できる。図－

10 に示した兵庫県南部地震（JMA Kobe）における損傷

スペクトルと同様に，新耐震基準で設計された RC 造建

物群に対してΩminを適用した場合，東北地方太平洋沖地

震および熊本地震の観測波に対しても概ね小破以下に収

まる結果となった。限られたデータの範囲ではあるもの

の，これらの大地震における被害調査報告においても，
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新耐震基準で設計された RC 造建物に対する被害状況は

極めて軽度であると報告されており，提案式によって算

出したΩminを適用した損傷スペクトルは，概ね実際の被

害傾向を捉えていると考えられる。 

しかしながら，兵庫県南部地震に比べるとこれらの大

地震における被災 RC 造建物の被害報告数は少ないのが

現状であり，本手法を十分に検証できているとは言い難

い。そのため，今後も継続して検討を進め，強度上昇係

数Ωの設定方法を更新していく必要がある。また，旧耐

震基準で設計された RC 造建物に対する補正係数λにつ

いても併せて検討を進める必要がある。 

 

7. まとめ 

 本報では，損傷スペクトルを用いた RC 造建物群の簡

易損傷評価手法の構築を目的として，新耐震基準におけ

る降伏強度 Fy を算出する際に必要な強度上昇係数Ωの

推定を試みた。その結果，以下の知見を得た。 

(1) 兵庫県南部地震の被害調査報告を対象として，RC

造建物の被災度に対応する最低限必要な強度上昇

係数Ωminを算出した。その結果，Ωminは周期帯に応

じて変化する傾向が確認された。 

(2) 算出したΩminに対して周期帯を 3つに区分した近似

式を提案した。さらに，提案式により算出したΩmin

を適用した損傷スペクトルは，実被害傾向を概ね良

好に捉える結果となった。 
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